
第30期定時株主総会
招集ご通知

デジタルアーツ株式会社
証券コード　2326

■ 日　　時

■ 場　　所

■ 決議事項
第１号議案
第２号議案

第３号議案

剰余金の処分の件
取締役（監査等委員である取締役を除く。）
２名選任の件
監査等委員である取締役１名選任の件

2025年６月23日（月曜日）
午後１時 (受付開始　午後12時30分）

東京都千代田区大手町一丁目３番２号
経団連会館　401号室～402号室

株主総会に当日ご出席いただけない株主様

同封の議決権行使書のご返送、もしくはインターネット
等により議決権を行使くださいますようお願い申し上げ
ます。
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株 主 各 位 証券コード 2326
2025年６月6日

（電子提供措置の開始日 2025年５月30日）

東京都千代田区大手町一丁目５番１号

デジタルアーツ株式会社
代表取締役社長 道具 登志夫

第30期定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
さて、当社第30期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申し上げます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイ

トに「第30期定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載しております。

当社ウェブサイト https://www.daj.jp/ir/stock/meeting/

また、電子提供措置事項は、上記ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイ
トにも掲載しておりますので、以下の東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）にアクセ
スして、銘柄名（デジタルアーツ）又は当社証券コード（2326）を入力・検索し、「基本情報」、
「縦覧書類／ＰＲ情報」を選択のうえ、ご確認くださいますようお願い申し上げます。

東証ウェブサイト
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

なお、当日ご出席されない場合は、インターネット等又は書面により議決権を行使することが
できますので、お手数ながら電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検討のうえ、
2025年６月20日（金曜日）午後７時迄に議決権を行使してくださいますようお願い申し上げま
す。

敬 具

会社説明会
開催のご案内

定時株主総会終了後、引き続き株主総会会場におきまして、株主の皆様に当社へのご理
解をより深めていただくため、「会社説明会」を開催いたします。お時間の許す株主様
には、定時株主総会とあわせてご参加賜りますようご案内申し上げます。
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記

１ 日 時 2025年６月23日（月曜日）午後１時 ※受付開始時刻は、午後12時30分を予定しております。

２ 場 所 東京都千代田区大手町一丁目３番２号
経団連会館 401号室〜402号室

３ 目的事項 報告事項 1． 第30期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）事業報告、
連結計算書類並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類
監査結果報告の件

2． 第30期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）計算書類
報告の件

決議事項 第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）２名選任の件
第３号議案 監査等委員である取締役１名選任の件

以 上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。
◎代理人により議決権を行使される場合は、他の議決権を有する株主様であって当日会場で出席される方１名に委
任する場合に限られます。

◎議決権行使書において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものとして取り扱わせていた
だきます。

◎書面又はインターネット等により事前に議決権を行使された株主様が本株主総会に出席し、重複して議決権を行
使された場合は、本株主総会において行使された内容を有効なものとして取り扱います。本株主総会において議
決権を行使されなかった場合は、書面又はインターネット等により事前に行使された内容を有効なものとして取
り扱います。詳細につきましては、後記のご案内をご参照ください。

◎書面交付請求された株主様へご送付している書面には、法令及び当社定款第16条の規定に基づき、下記の事項を
記載しておりません。
・事業報告の「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況」「会社の支配に関する基本方針」「剰
余金の配当等の決定に関する方針」
・連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」
・計算書類の「株主資本等変動計算書」「個別注記表」
従って、当該書面は、会計監査人及び監査等委員会が監査報告書を作成するに際して監査をした書類の一部であ
ります。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させていただきます。
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議決権行使方法  についてのご案内
下記いずれかの方法により、議決権をご行使くださいますようお願い申し上げます。

当日ご出席いただく場合

株主総会開催日時

2025年６月23日（月曜日）
午後1時

同封の議決権行使書用紙をご持参	
いただき、会場受付にご提出ください。
開会直前には会場受付が大変混雑	
いたしますので、お早めのご来場を	
お願い申し上げます。

株主総会へ出席

（1）	 書面とインターネット（「スマート行使」を含む。）等により二重に議決権を行使された場合は、インターネット（「スマート行使」を含む。）等によるもの	
を有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。

（2）	 インターネット（「スマート行使」を含む。）等により議決権を複数回行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使として取り扱わせて	
いただきます。

重複して行使された議決権の取扱いについて

ご不明な点につきましては、以下にお問い合わせくださいますようお願い申し上げます。

議決権電子行使プラットフォームのご利用について（機関投資家の皆様へ）
機関投資家の皆様に関しましては、株式会社ICJの運営する「議決権電子行使プラットフォーム」から電磁的方法による議決権行使を行っていただく
ことも可能です。

株主名簿管理人　三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
その他のご照会 	0120-782-031（平日9:00～17:00）議決権行使について 	0120-652-031（9:00～21:00）

事前の議決権行使をいただく場合

2025年６月20日（金曜日）
午後７時到着分まで

2025年６月20日（金曜日）
午後７時行使分まで

行使期限 行使期限
書面による議決権行使 「スマート行使」によるご行使

同封の議決権行使書用紙に議案に	
対する賛否をご表示いただき、行使	
期限までに当社株主名簿管理人に	
到着するようご返送ください。議決
権行使書面において、議案に賛否の
表示がない場合は、賛成の意思表示
をされたものとして取り扱わせていた
だきます。

同封の議決権行使書用紙の右下	
「スマートフォン用議決権行使ウェブ	
サイトログインQRコード®」をスマート
フォンかタブレット端末で読み取ります。

パソコン等によるご行使

2025年６月20日（金曜日）
午後７時行使分まで

行使期限

にアクセスし、同封の議決権行使書用紙
に記載の議決権行使コード及びパスワード
をご利用のうえ、画面の案内に従って	
議案に対する賛否をご登録ください。

パソコン、スマートフォン等から、
議決権行使ウェブサイト

https://www.web54.net

詳細につきましては次頁をご覧ください。詳細につきましては次頁をご覧ください。
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議決権行使書

③

④

「スマート行使」によるご行使 パソコン等によるご行使

同封の議決権行使書用紙の右下「スマートフォン
用議決権行使ウェブサイトログインQRコード®」を
スマートフォンかタブレット端末で読み取ります。

表示されたURLを開くと
議決権行使ウェブサイト画面が開きます。
議決権行使方法は２つあります。

画面の案内に従って各議案の
賛否をご入力ください。

確認画面で
問題なければ	

「この内容で
行 使 す る 」 
ボタンを押し
て行使完了！

※	議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際の接続料金及び通信料金等は株主様のご負担となります。
※	インターネットのご利用環境、ご加入のサービスやご使用の機種によっては、議決権行使ウェブサイトをご利用いただけない場合があります。

①�議決権行使ウェブサイトへアクセスする①スマートフォン用議決権行使ウェブサイトへアクセスする

②議決権行使ウェブサイトを開く

③各議案について
　個別に指示する

④�全ての会社提案議案�
について「賛成」する

※	QRコード®は、株式会社デンソーウェーブの	
登録商標です。

一度議決権を行使した後で行使内容を変更される場合、再度QRコード®を読み取り、	
同封の議決権行使書用紙に記載の「議決権行使コード」「パスワード」をご入力いただく	
必要があります（パソコンから、議決権行使ウェブサイト	https://www.web54.net	へ
直接アクセスして行使いただくことも可能です）。

同封の議決権行使書
用紙に記載の「議決権
行使コード」をご入力
ください。

同封の議決権行使書
用紙に記載の「パス
ワード」をご入力くだ	
さい。

②ログインする

③パスワードを入力する

https://www.web54.net

 以降は画面の案内に従って賛否をご登録ください。

議決権行使コード

パスワード

クリック
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株主総会参考書類

5

第１号議案 剰余金の処分の件

当社は、株主の皆様への利益還元と持続的な株主価値の向上を経営上の最重要課題のひとつと考え、安定
配当の維持を基本としながら、財務体質の強化及び積極的な事業展開に備えるために必要な内部留保を確保
しつつ、業績に応じた配当を実施することとしております。このような基本方針に基づき、今後の事業展開
等を考慮し、以下のとおりといたしたいと存じます。

配当財産の種類 金銭

配当財産の割当てに関する事項及びその総額 当社普通株式 １株につき金 45円
配 当 総 額 612,121,680円

剰余金の配当が効力を生じる日 2025年６月24日
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第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）２名選任の件

当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）２名は、本株主総会終結
の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役２名の選任をお願いいたしたいと存じます。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番号 氏名 会社における地位及び担当 取締役会への

出席状況

１ 道
どう

具
ぐ

登 志 夫
と し お

再 任 代表取締役社長 100％
（13回中13回出席）

２ 松
まつ

本
もと

卓 也
たく や

再 任 取締役開発部長 100％
（13回中13回出席）
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候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況 所有する当社の株式数

１

再 任

道
どう
具
ぐ
登 志 夫
と し お

（1968年２月17日生）

1997年10月 当社 代表取締役社長就任（現任）
2005年11月 株式会社アイキュエス 代表取締役社長
2006年12月 DAM株式会社 代表取締役社長（現任）
2011年４月 Digital Arts America, Inc. Director, President and CEO（現任）
2012年６月 Digital Arts Investment, Inc. Director
2013年５月 ポルキャスト・ジャパン株式会社 代表取締役社長
2013年10月 DA株式会社 代表取締役社長（現任）
2013年10月 DM株式会社 代表取締役社長（現任）
2014年４月 FinalCode, Inc. Director, President and CEO
2015年11月 Digital Arts Asia Pacific Pte. Ltd. Director（現任）
2016年９月 Digital Arts Europe Limited Director（現任）

2,256,457株

【取締役候補者とした理由】
道具登志夫氏は当社創業以来、代表取締役として長年にわたり当社グループ全体の経営の指揮を執り、ビジネスモデルの
確立による収益基盤の強化、シナジー効果を発揮させるためのグループ経営革新など、当社グループ全体の成長を牽引し
続けております。経営に関する高い見識、実績、能力を有する同氏は、今後も当社グループの中長期的な企業価値向上と
持続的発展に寄与できると判断しましたので、引き続き取締役候補者としております。

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況 所有する当社の株式数

２

再 任

松
まつ
本
もと

卓 也
たく や

（1976年11月４日生）

1999年４月 株式会社コマス入社
2003年４月 当社入社 開発部
2014年４月 開発部担当部長
2016年10月 開発部長
2017年６月 取締役開発部長
2017年12月 取締役開発部長 兼 新規開発部長
2018年４月 取締役開発部長（現任）

3,390株

【取締役候補者とした理由】
松本卓也氏は開発者として、長年にわたり当社の多くの主力製品に携わり、新製品開発を牽引する等、当社の事業拡大と
イノベーションの加速を推進し、開発部門のトップとして当社グループの成長を支えてまいりました。その実績、経験、
高度な専門性を有する同氏は、今後も企業価値の更なる向上に寄与することができると判断しましたので、引き続き取締
役候補者としております。

（注）1. 各候補者と当社の間には、特別な利害関係はありません。
2. 「所有する当社の株式数」については、2025年３月31日の所有株式数を記載しております。
3. 「所有する当社の株式数」については、当社役員持株会名義で所有する持分株数を含んでおります。
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第３号議案 監査等委員である取締役１名選任の件

本株主総会終結の時をもって、監査等委員である取締役桒山千勢氏は任期満了となります。つきまして
は、監査等委員である取締役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。なお、本議案につきましては、監
査等委員会の同意を得ております。
監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況 所有する当社の株式数

再 任

桒
くわ
山
やま

千 勢
ち せ

（1971年５月２日生）

1995年４月 第一生命保険相互会社（現 第一生命保険株式会社）入社
2004年11月 監査法人トーマツ（現 有限責任監査法人トーマツ）入社
2015年３月 株式会社セレス 常勤社外監査役
2015年 3 月 桒山公認会計士事務所 所長（現任）
2021年３月 株式会社セレス 社外取締役（常勤監査等委員）
2021年６月 当社 社外取締役（監査等委員）（現任）
2022年６月 ソニーネットワークコミュニケーションズスマートプラットフォーム株式会社（現 ミーク株式会社） 常勤社外監査役（現任）

390株

【監査等委員である社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
桒山千勢氏は、公認会計士として財務及び会計に関する知識を有しており、また複数の株式公開会社の社外監査役や監査等委員とし
て培われた知見も有しております。その豊富な経験や見識から経営の方針・戦略についての助言や、経営の意思決定の妥当性・適正
性を確保するための客観的かつ公正な立場で取締役の業務の執行を監査・監督いただけるものと期待し、同氏を監査等委員である社
外取締役候補者としております。

（注）1. 候補者と当社との間には、特別な利害関係はありません。
2. 桒山千勢氏は、社外取締役候補者であります。
3. 当社は、桒山千勢氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を

締結しております。当該契約に基づく賠償限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としており、同氏の選
任についてご承認いただいた場合には、当該契約を継続する予定であります。

4. 桒山千勢氏は現在、監査等委員である社外取締役であり、その在任期間は、本株主総会終結の時をもって４年であります。
5. 当社は、桒山千勢氏を、株式会社東京証券取引所に独立役員として届け出ており、同氏が再任された場合は、引き続き独立

役員となる予定であります。
6. 「所有する当社の株式数」については、2025年３月31日の所有株式数を記載しております。
7. 「所有する当社の株式数」については、当社役員持株会名義で所有する持分株数を含んでおります。

以 上
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(ご参考）本定時株主総会後の取締役のスキルマトリックス
当社では、意思決定及び経営の監督をより適切かつ高いレベルで行い、企業価値の持続的な向上を実現するた

め、豊富な経験、高い見識、高度な専門性を有する人材を取締役に配置しています。また、取締役会審議、意思
決定において重要と考える知識・経験を定義したうえで、多様性にも考慮し、全体としてバランスのとれた構成
とすることで、業務執行とモニタリングを含めた経営の監督機能を強化しています。

氏名 当社における地位 独立
役員

指名・報酬
諮問委員会

当社が特に期待する知識・経験・能力

企業経営
製品開発
イノベー
ション

人材育成
人事戦略

事業
業界経験

財務
会計

法務
コンプラ
イアンス
リスク管理

ESG
サステナ
ビリティ

1 道具 登志夫 代表取締役 ●
(委員長) ○ ○ ○ ○ ○ ○

2 松 本 卓 也 取締役 ○ ○ ○

3 窪 川 秀 一 取締役 監査等委員 社外 ● ● ○ ○ ○ ○ ○

4 上 杉 昌 隆 取締役 監査等委員 社外 ● ● ○ ○ ○ ○

5 桒 山 千 勢 取締役 監査等委員 社外 ● ● ○ ○ ○ ○
（注）本表は各取締役が有する全ての知見・経験・能力を表すものではありません。
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事業報告（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

10

1 企業集団の現況
（1）当連結会計年度の事業の状況
① 事業の経過及び成果

当連結会計年度(2024年４月１日〜2025年３月31日)における当社グループが属するセキュリティ業界に
おいては、ランサムウェア攻撃や不正アクセス、フィッシング詐欺等、巧妙化・多様化するサイバー攻撃に
よる情報漏洩インシデントが多発していることからICT機器を業務・学習で利用する企業・公共機関・家庭
においてセキュリティ意識が高まり、セキュリティ対策ガイドラインの整備やセキュリティ対策製品に対す
る需要が拡大しております。この流れは、サプライチェーン攻撃に代表されるように業界や規模を問わず、
非常に広い範囲でセキュリティインシデントが発生する可能性が以前にも増して高まっていることから、今
後も拡大・継続するものと予想しております。
当社は、前年度末にセキュリティコンサルティング事業を展開する連結子会社デジタルアーツコンサルテ

ィング株式会社（DAC）の当社保有全株式を譲渡したことによって、当連結会計年度における売上高に対し
て約2,196百万円の売上高減の影響が発生します。それを受けて、当年度より国産総合セキュリティメーカ
ーとして製品拡大に注力できる経営環境となったことから、改めて中期経営計画（2025年３月期〜2027年
３月期）を策定しました。本計画では、３つの重点領域「セキュリティ事業の成長」「公共市場シェア拡大」
「新施策実行のための人材投資」を掲げ、当年度より各施策を実行しております。企業向け市場においては、
クラウド、オンプレミスの両環境に対応した製品戦略の展開により、Webとメールのクラウドセキュリテ
ィ対策ニーズやオンプレミスでの継続対策ニーズ、他社オンプレミス製品終売に伴う当社オンプレミス製品
への乗換えニーズを捉えたことに加え、主力製品に付加価値を与える新製品・オプション製品の提供による
クロスセル・アップセル戦略が好調に推移した結果、堅調な成長を継続できています。また、公共向け市場
では、競争優位性のある「i-FILTER」を広く訴求することで、「GIGAスクール構想 第２期」案件における
受注シェアを大幅に拡大することができたことに加え、継続的に需要のある「自治体セキュリティ強靭化」
案件や「次世代校務DX」案件の順調な獲得により、契約高が高成長しました。これら各市場での取り組み
により独自の「ホワイト運用」のユーザー数は、1,365万ライセンス(前年度末から103万ライセンス増)に
達し、マルウェアの感染被害報告件数０件も継続しています。
費用面においては、DAC連結除外によりDAC売上原価とDAC人件費が減少しましたが、公共向け市場案

件でのクラウドサービス系製品の受注が計画以上に増加した結果、データセンターの通信費が増加し、売上
原価が増加しました。一方、人材採用方針の見直しに伴い販管費を抑制したため、費用全体では期初計画よ
りも抑制することができました。

以上の結果、当連結会計年度における契約高は10,570百万円(前期比2.5％減)、売上高は9,982百万円
（同13.3％減）、営業利益は4,558百万円（同3.0％増）、経常利益は4,562百万円（同2.7％増）、親会社株
主に帰属する当期純利益は3,183百万円（同27.3％減）となりました。なお、DAC譲渡の影響を除いた場
合の契約高増減率は、前期比22.3％増、DAC譲渡の影響を除いた場合の売上高増減率は、前期比7.2％増、
DAC株式譲渡益の影響を除いた場合の親会社株主に帰属する当期純利益増減率は、前期比4.3％増となって
おります。
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各市場の業績は次のとおりです。

企業向け市場
企業向け市場においては、「i-FILTER」がローカルブレイクアウト通信制御、IP固定、CASB等のクラウド

セキュリティ対策ニーズや他社オンプレミス製品終売に伴う乗換え、クラウドとオンプレミスのハイブリッ
ド運用等のオンプレミスでの継続対策ニーズを捉えたことに加え、オプション製品「Anti-Virus ＆
Sandbox」の販売が好調に推移した結果、高成長を維持しています。また、クラウド型メールサービスの普
及に伴うクラウドベースでのメールセキュリティ対策ニーズ（マルウェア対策、誤送信対策、メールアーカ
イブ等）に対して、多様なメールセキュリティ対策ニーズに対応した総合的な機能が評価され、
「m-FILTER」の新規案件獲得が堅調に推移しました。加えて、新製品「f-FILTER」は、「m-FILTER」とのセ
ット販売により、主にPPAP対策案件の獲得が順調に進みました。一方、前年度末に連結子会社デジタルア
ーツコンサルティング株式会社（DAC）の当社保有全株式を譲渡したことに伴い、売上高に対して約2,196
百万円の売上高減の影響が発生しました。
以上の結果、企業向け市場の契約高は5,016百万円（前期比24.7％減）、売上高は4,783百万円（同25.9

％減）となりました。なお、DAC譲渡の影響を除いた場合の企業向け市場の契約高増減率は、前期比12.4
％増、DAC譲渡の影響を除いた場合の企業向け市場の売上高増減率は、前期比12.3％増となります。

公共向け市場
公共向け市場においては、「GIGAスクール構想 第２期」案件の提案が始まり、競争優位性のある

「i-FILTER」を営業・マーケティング活動によって広く訴求することで、「GIGAスクール構想 第１期」時と
比較して、受注シェアを大幅に拡大することができたことに加え、「自治体セキュリティ強靭化」案件や
「次世代校務DX」案件において、「ISMAP（政府情報システムのためのセキュリティ評価制度）」・「教育情
報セキュリティポリシーに関するガイドライン」に対応したソリューションを総合的に提案することで、案
件を順調に獲得することができた結果、契約高が高成長しました。なお、オンプレミス製品であるライセン
ス販売系製品は、出荷時に契約高の大部分を一括で売上高計上するのに対し、「GIGAスクール構想」案件
や「次世代校務DX」案件で受注が多いクラウドサービス系製品は、サービス提供期間を通じて月額按分で
売上高計上します。当連結会計年度においてはクラウドサービス系製品の受注が計画以上に増加したため、
売上高計上が進みませんでした。
以上の結果、公共向け市場の契約高は5,146百万円(前期比36.9％増)、売上高は4,788百万円（同3.3％

増）となりました。

家庭向け市場
家庭向け市場においては、複数年パッケージ製品の販促強化やネットカフェ向け製品の販売促進施策を行

いましたが、子ども向けのフィルタリング対策ニーズに一巡感があるため、受注件数が減少しました。
以上の結果、家庭向け市場の契約高は408百万円(前期比2.5％減)、売上高は409百万円（同2.1％減）と

なりました。
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4,259

DAC
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4,788
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売上高 （単位：百万円）

第30期
（2025年３月期）

■ 企業向け市場
■ 公共向け市場
■ 家庭向け市場
■ DAC

第30期
（2025年３月期）

構成比

第29期
（2024年３月期）

第29期
（2024年３月期）

■ 企業向け市場
■ 公共向け市場
■ 家庭向け市場
■ DAC

12

市場別売上高（企業集団） （単位：百万円）

区 分 第29期 第30期（当連結会計年度） 前期比売上高 構成比 売上高 構成比

企業向け市場 6,456 56.1％ 4,783 47.9％ △25.9％

公共向け市場 4,637 40.3％ 4,788 48.0％ +3.3％

家庭向け市場 418 3.6％ 409 4.1％ △2.1％

合 計 11,512 100.0％ 9,982 100.0％ △13.3％

（注）企業向け市場の売上高は、前年度末に連結子会社デジタルアーツコンサルティング株式会社の当社保有全株式を譲渡したことに
伴い、当連結会計年度における売上高に対して約2,196百万円の売上高減の影響が発生しました。（本影響を除いた場合の、企業
向け市場の売上高増減率は、前期比12.3％増となります。）
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409
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売上高 （単位：百万円）
■ 企業向け市場
■ 公共向け市場
■ 家庭向け市場

第30期
（2025年３月期）

■ 企業向け市場
■ 公共向け市場
■ 家庭向け市場

第30期
（2025年３月期）

構成比

第29期
（2024年３月期）

第29期
（2024年３月期）

13

市場別売上高（当社） （単位：百万円）

区分 第29期 第30期（当期） 前期比売上高 構成比 売上高 構成比

企業向け市場 4,248 45.7％ 4,774 47.9％ +12.4％

公共向け市場 4,637 49.8％ 4,788 48.0％ +3.3％

家庭向け市場 418 4.5％ 409 4.1％ △2.1％

合 計 9,304 100.0％ 9,972 100.0％ +7.2％

② 設備投資の状況
当連結会計年度は、79百万円の設備投資を実施いたしました。その主なものは、什器備品になります。
また、無形固定資産への投資は主にソフトウエア開発のために、1,046百万円の投資を実施いたしまし

た。

③ 資金調達の状況
該当事項はございません。
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売上高 （単位：百万円） 経常利益 （単位：百万円） 親会社株主に帰属する当期純利益（単位：百万円）

１株当たり当期純利益 （単位：円） 総資産／純資産 （単位：百万円） １株当たり純資産額 （単位：円）

第30期
（2025年３月期）

第29期
（2024年３月期）

第27期
（2022年３月期）

第28期
（2023年３月期）

第30期
（2025年３月期）

第29期
（2024年３月期）

第27期
（2022年３月期）

第28期
（2023年３月期）

第30期
（2025年３月期）

第29期
（2024年３月期）

第27期
（2022年３月期）

第28期
（2023年３月期）

第30期
（2025年３月期）

第29期
（2024年３月期）

第27期
（2022年３月期）

第28期
（2023年３月期）

第30期
（2025年３月期）

第29期
（2024年３月期）

第27期
（2022年３月期）

第28期
（2023年３月期）

第30期
（2025年３月期）

第29期
（2024年３月期）

第27期
（2022年３月期）

第28期
（2023年３月期）

9,051
4,135

2,900

10,436 4,429

3,062

11,512 4,377
4,443

206.71 863.96

19,34119,341

12,15912,159
218.12

1,007.27
21,149

14,17314,173

315.46
1,162.40

22,51822,518

15,99815,998

9,982
3,183

4,562

232.79

1,274.4622,627

17,365
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（2）財産及び損益の状況
① 企業集団の財産及び損益の状況

区 分 第27期
（2022年３月期）

第28期
（2023年３月期）

第29期
（2024年３月期）

第30期（当期）
（2025年３月期）

売上高 （百万円） 9,051 10,436 11,512 9,982
経常利益 （百万円） 4,135 4,429 4,443 4,562
親会社株主に帰属する当期純利益 （百万円） 2,900 3,062 4,377 3,183
１株当たり当期純利益 （円） 206.71 218.12 315.46 232.79
総資産 （百万円） 19,341 21,149 22,518 22,627
純資産 （百万円） 12,159 14,173 15,998 17,365
１株当たり純資産額 （円） 863.96 1,007.27 1,162.40 1,274.46
（注）前年度末に連結子会社デジタルアーツコンサルティング株式会社の当社保有全株式を譲渡したことに伴い、当連結会計年度に

おける売上高に対して約2,196百万円の売上高減の影響が発生しました。また、同親会社株主に帰属する当期純利益に対して
約1,324百万円減の影響が発生しました。
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売上高 （単位：百万円） 経常利益 （単位：百万円） 当期純利益 （単位：百万円）

１株当たり当期純利益 （単位：円） 総資産／純資産 （単位：百万円） １株当たり純資産額 （単位：円）

第30期
（2025年３月期）

第29期
（2024年３月期）

第27期
（2022年３月期）

第28期
（2023年３月期）

第30期
（2025年３月期）

第29期
（2024年３月期）

第27期
（2022年３月期）

第28期
（2023年３月期）

第30期
（2025年３月期）

第29期
（2024年３月期）

第27期
（2022年３月期）

第28期
（2023年３月期）

第30期
（2025年３月期）

第29期
（2024年３月期）

第27期
（2022年３月期）

第28期
（2023年３月期）

第30期
（2025年３月期）

第29期
（2024年３月期）

第27期
（2022年３月期）

第28期
（2023年３月期）

第30期
（2025年３月期）

第29期
（2024年３月期）

第27期
（2022年３月期）

第28期
（2023年３月期）

8,003 4,052

2,832

8,984 4,407

3,048

9,304 4,5364,348

201.83
860.82

19,13819,138

12,09712,097
217.15

1,002.92
20,780

14,09114,091

326.90 1,169.18
22,59522,595

16,09116,091

9,972

3,187

4,569

233.13

1,281.6922,713

17,463
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② 当社の財産及び損益の状況

区 分 第27期
（2022年３月期）

第28期
（2023年３月期）

第29期
（2024年３月期）

第30期（当期）
（2025年３月期）

売上高 （百万円） 8,003 8,984 9,304 9,972
経常利益 （百万円） 4,052 4,407 4,348 4,569
当期純利益 （百万円） 2,832 3,048 4,536 3,187
１株当たり当期純利益 （円） 201.83 217.15 326.90 233.13
総資産 （百万円） 19,138 20,780 22,595 22,713
純資産 （百万円） 12,097 14,091 16,091 17,463
１株当たり純資産額 （円） 860.82 1,002.92 1,169.18 1,281.69
（注）前年度末に連結子会社デジタルアーツコンサルティング株式会社の当社保有全株式を譲渡したことに伴い、当事業年度における

当期純利益に対して約1,505百万円の当期純利益減の影響が発生しました。
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（3）重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況

該当事項はございません。

② 重要な子会社の状況
名 称 資本金 当社の

議決権比率 主要な事業内容

Digital Arts America, Inc. 300千米ドル 100％ セキュリティ関連製品の米州における販売

Digital Arts Europe Limited 180千英ポンド 100％ セキュリティ関連製品の欧州における販売

Digital Arts Asia Pacific Pte. Ltd. 3,121千シンガポールドル 100％ セキュリティ関連製品のアジアにおける販売
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（4）対処すべき課題
当社グループが属するセキュリティ業界におきましては、クラウド化、DX化の広がりとともにサイバー

攻撃手法が多様化・高度化していることから、企業・公共機関・家庭におけるセキュリティ脅威は依然とし
て高く、トータルでセキュリティ対策ができる製品ニーズの拡大が予想されます。こうした中で、当社グル
ープは、経営理念である「より便利な、より快適な、より安全なインターネットライフに貢献していく」に
基づき、中期的には総合セキュリティメーカーへ成長していくことを目標に掲げております。現在は、足元
の外部・内部における事業環境の変化を検証した結果に基づき策定した中期経営計画（2025年３月期〜
2027年３月期）を実行しております。
本中期経営計画では、３つの重点施策として「セキュリティ事業の成長」「公共市場シェア拡大」「新施策

実行のための人材投資」を掲げております。中期経営計画１年目（2025年３月期）では、セキュリティ製
品市場の成長率を超える契約高成長を実現することができ、重点施策の更なる進捗、２年目計画達成を引き
続き目指してまいります。「セキュリティ事業の成長」では、ゼロトラストセキュリティの実現が可能な新
製品リリースを行い、クロスセル・アップセル戦略を継続推進することで成長を実現します。「公共市場シ
ェア拡大」では、「GIGAスクール構想第２期」案件において、受注シェアの更なる拡大と既存顧客の単価
引上げの両立を目標とします。また、「新施策実行のための人材投資」においては、競争優位性のある製品
を自社開発するエンジニアへの投資と、大企業・中堅企業顧客への直プロモーションを実行するための営業
人材へのインセンティブ付与や育成・採用等に対する投資を継続的に行い、目標とする売上高・営業利益の
拡大と営業利益率の更なる向上を実現していく所存です。

中期経営計画（2025年３月期〜2027年３月期）の２年目となる「2026年３月期」の継続成長、売上・
利益達成に向けて、当社グループが認識している対処するべき課題は以下のとおりです。

① 既存事業の安定的・継続的成長
当社グループは、ユーザーや販売代理店のニーズに真摯に向き合い、対応することで、安定的・継続的

な事業の成長を果たしてまいりました。引き続き、ユーザー、販売代理店との良好な関係を維持し、製品
強化・サービスの向上を図り、安定的・継続的な事業の成長を目指してまいります。

② 新しいニーズの発掘
脅威領域が限定的であった従来のICT環境から、あらゆるデバイスがインターネットに繋がり便利にな

っていく一方で、ICT環境における情報セキュリティ脅威の領域が拡大しております。このような環境の
中、当社グループでは、営業活動、開発活動及び市場調査を通じて将来の潜在的なニーズを予測し、新た
なソリューションの研究開発により、製品ラインアップやサービスを拡充することで、新しいニーズを発
掘してまいります。
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③ 人材の確保と育成
当社グループが中長期にわたり成長していくためには、優秀な人材の確保と育成が重要な課題であると

認識しております。このため、当社グループでは、魅力的な給与水準及び公正な評価制度並びに充実した
社員教育制度となるよう、継続的に人事制度を見直すとともに、積極的に新卒・中途採用活動を行うこと
で、優秀な人材の確保とその定着に努めております。
また、社員の生産性向上と知識・スキルの習得を重点課題として、資格取得支援制度・職階別社内教育

制度・外部専門家研修制度等を通じ、人材の育成に努めております。

④ サステナビリティへの取り組み
当社グループは、企業理念に基づき、地球環境の保全と持続可能な社会の実現のため、「サステナビリ

ティ委員会」を設置し、サステナビリティ方針をもとに、重要事項（マテリアリティ）の特定とそれらに
対する取り組みを検討し、当社HPに公開しております。事業活動における環境負荷の軽減と効率性の向
上だけでなく、社員ひとりひとりが考え、行動することにより、気候変動問題・環境汚染等の地球環境問
題への取り組みを行ってまいります。また、事業活動を通じて、企業や公共団体の情報資産流出による経
済損失を可能な限り抑制するとともに、子どもたちの安心・安全なインターネット利用や充実したオンラ
イン学習環境を実現するために、様々な社会貢献活動を行ってまいります。

⑤ 普及・啓発活動
当社グループの製品やサービスの普及には、インターネットを取り巻く情報セキュリティ脅威とそれに

対するセキュリティ対策の重要性を正しく理解いただくことが重要であると考えております。そのため、
当社製品の機能を利用して検知した、マルウェア感染の疑いやHPを改ざんされた疑いのあるインターネ
ットユーザーへ、無償でお知らせをするサイバーリスク情報提供サービス「Dアラート」を提供するとと
もに、開発部門の専任チームが調査・分析した最新のセキュリティトレンドを「Digital Arts Security
Reports」として発信し、情報セキュリティ脅威への注意を促しております。また、全国各地の自治体や
学校からのご要望をもとに講演活動を行い、スマートフォンをはじめとしたモバイル端末の利用における
情報リテラシーの向上に役立つ情報提供を行うとともに、フィルタリングの重要性を訴求しております。
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（5）主要な事業内容（2025年３月31日現在）
当社グループは、インターネットセキュリティ関連ソフトウエア及びアプライアンス製品の企画・開発・

販売を主要な事業としており、主要な製品及び事業内容は次のとおりであります。
事業区分別商品

事業区分 企業区分 主要な製品・事業内容

セキュリティ事業

当社

「i-FILTER／i-フィルター」（Webセキュリティ）
「m-FILTER」（メールセキュリティ）
「D-SPA」（セキュア・プロキシ・アプライアンス）
「FinalCode」（ファイル暗号化・遠隔削除ソリューション）
「DigitalArts@Cloud」（Web・メール・ファイルを網羅したクラウドセキュリティ）
「Desk」（チャット・オンライン会議ツール）
「StartIn」（シングルサインオン・ID管理ソリューション）
「f-FILTER」（データ保護・ファイル転送ソリューション） 等

Digital Arts Asia Pacific Pte. Ltd. 「FinalCode」（ファイル暗号化・遠隔削除ソリューション）
「FinalCode@Cloud」（ファイル暗号化・遠隔削除向けクラウドセキュリティ）
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6）企業集団の主要な拠点（2025年３月31日現在）

① 当社

本社 東京都千代田区大手町一丁目５番１号

北海道営業所 北海道札幌市中央区大通西四丁目６番地１

東北営業所 宮城県仙台市青葉区本町一丁目１番１号

中部営業所 愛知県名古屋市中村区名駅一丁目１番１号

関西営業所 大阪府大阪市北区角田町８番１号

中四国営業所 広島県広島市南区松原町５番１号

九州営業所 福岡県福岡市博多区店屋町５番18号

② 子会社

Digital Arts America, Inc. 本社 4675 Stevens Creek Blvd., Suite 100 Santa Clara, CA 95051, USA

Digital Arts Europe Limited 本社 Centrum House, 36 Station Road, Egham, Surrey TW20 9LF United Kingdom

Digital Arts Asia Pacific Pte. Ltd. 本社 8 Temasek Boulevard #35-02A Suntec Tower Three Singapore, 038988
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（7）使用人の状況（2025年３月31日現在）

企業集団の使用人の状況
事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

セキュリティ事業 272（41）名 20名増 （4名増）

合 計 272（41）名 20名増 （4名増）

（注）使用人数は就業員数であり、臨時従業員は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

（8）主要な借入先の状況（2025年３月31日現在）

該当事項はございません。

（9）その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はございません。
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2 会社の現況
（1）株式の状況（2025年３月31日現在）

① 発行可能株式総数 45,036,000株

② 発行済株式の総数 14,133,000株
（注）発行済株式の総数には、自己株式530,296株を含んでおります。

③ 株主数 5,870名

④ 大株主（上位10名）
株主名 持株数（株） 持株比率（％）

道具 登志夫 2,256,457 16.59

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 2,065,900 15.19

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 1,198,600 8.81

BNYM AS AGT/CLTS NON TREATY JASDEC 1,153,766 8.48

BNYMSANV RE BNYMSANVDUB RE LEGAL (AND) GENERAL UCITS ETF PLC 766,402 5.63

DAM株式会社 710,000 5.22

THE BANK OF NEW YORK MELLON 140040 310,593 2.28

STATE STREET BANK WEST CLIENT - TREATY 505234 280,900 2.07

光通信株式会社 217,200 1.60

ＢＮＰ ＰＡＲＩＢＡＳ ＬＵＸＥＭＢＯＵＲＧ／2Ｓ／ＪＡＳＤＥＣ／ＦＩＭ／ＬＵＸＥＭＢＯＵＲＧ ＦＵＮＤＳ／ＵＣＩＴＳ ＡＳＳＥＴＳ 192,500 1.42
（注）1. 当社は、自己株式530,296株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。また、持株比率は自己株式を控除し

て計算しております。
2. 上記の道具登志夫氏の所有株式数には、当社役員持株会における同氏の持分を含めております。
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⑤ 当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況
当事業年度中に交付した株式報酬の内容は次のとおりです。

区分 株式数（株） 交付対象者数（名）

取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。） 1,774 2

監査等委員である取締役 - -

⑥ その他株式に関する重要な事項
該当事項はございません。
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（2）新株予約権等の状況
① 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権等の状況（2025年３月31日現在）

イ. 2015年11月12日開催の取締役会決議による新株予約権
保有人数及び新株予約権の数
当社取締役（監査等委員を除く。）
当 社 取 締 役 （監 査 等 委 員）

２名
―名

1,433個
―個

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式
新株予約権の目的となる株式の数 143,300株
新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 200円／個
新 株 予 約 権 の 行 使 価 額 １株につき、2,034円
新 株 予 約 権 の 行 使 期 間 2017年７月１日から2027年５月31日まで

（注）新株予約権の行使の条件
1. 新株予約権者は、2017年３月期、2018年３月期及び2019年３月期の３事業年度のうち、いずれかの事業年度において当社

の営業利益が下記（a）から（c）に掲げる水準を満たしている場合に限り、各新株予約権者に割当てられた本新株予約権のう
ち、当該各号に掲げる割合（以下、「行使可能割合」という）の個数を限度として行使することができます。
（ａ）営業利益が15億円を超過した場合 行使可能割合：20％
（ｂ）営業利益が20億円を超過した場合 行使可能割合：50％
（ｃ）営業利益が25億円を超過した場合 行使可能割合：100％
なお、上記における営業利益の判定においては、当社の有価証券報告書に記載される連結損益計算書（連結損益計算書を作成
していない場合、損益計算書）における営業利益を参照するものとし、国際財務報告基準の適用等により参照すべき項目の概
念に重要な変更があった場合には、別途参照すべき指標を取締役会で定めるものとします。また、行使可能割合の計算におい
て、各新株予約権者の行使可能な本新株予約権の数に１個未満の端数が生じる場合は、これを切り捨てた数とします。

2. 新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社の取締役及び従業員であることを要します。ただし、任期満了に
よる退任、定年退職、その他正当な理由があると取締役会が認めた場合は、この限りではありません。

3. 新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めません。
4. 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過することとなる時は、当該本新株

予約権の行使を行うことはできません。
5. 各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできません。
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ロ. 2016年11月10日開催の取締役会決議による新株予約権
保有人数及び新株予約権の数
当社取締役（監査等委員を除く。）
当 社 取 締 役 （監 査 等 委 員）

２名
―名

2,929個
―個

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式
新株予約権の目的となる株式の数 292,900株
新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 2,400円／個
新 株 予 約 権 の 行 使 価 額 １株につき、2,639円
新 株 予 約 権 の 行 使 期 間 2018年７月１日から2028年５月31日まで

（注）新株予約権の行使の条件
1. 新株予約権者は、2018年３月期、2019年３月期及び2020年３月期の３事業年度のうち、いずれかの事業年度において当社

の営業利益が下記（a）から（c）に掲げる水準を満たしている場合に限り、各新株予約権者に割当てられた本新株予約権のう
ち、当該各号に掲げる割合（以下、「行使可能割合」という。）の個数を限度として行使することができます。
（ａ）営業利益が20億円を超過した場合 行使可能割合：20％
（ｂ）営業利益が25億円を超過した場合 行使可能割合：50％
（ｃ）営業利益が28億円を超過した場合 行使可能割合：100％
なお、上記における営業利益の判定においては、当社の有価証券報告書に記載される連結損益計算書（連結損益計算書を作成
していない場合、損益計算書）における営業利益を参照するものとし、国際財務報告基準の適用等により参照すべき項目の概
念に重要な変更があった場合には、別途参照すべき指標を取締役会で定めるものとします。また、行使可能割合の計算におい
て、各新株予約権者の行使可能な本新株予約権の数に１個未満の端数が生じる場合は、これを切り捨てた数とします。

2. 新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社の取締役及び従業員であることを要します。ただし、任期満了に
よる退任、定年退職、その他正当な理由があると取締役会が認めた場合は、この限りではありません。

3. 新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めません。
4. 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過することとなる時は、当該本新株

予約権の行使を行うことはできません。
5. 各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできません。
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② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に交付した新株予約権等の状況
2024年12月10日開催の取締役会決議による新株予約権

交付者数及び新株予約権の数
当 社 使 用 人 4名 32個

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式
新株予約権の目的となる株式の数 3,200株
新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 573,700円／個
新 株 予 約 権 の 行 使 価 額 １株につき、１円
新 株 予 約 権 の 行 使 期 間 2025年12月25日から2030年12月24日まで

（注）新株予約権の行使の条件
1. 新株予約権者は、権利行使時において、当社又は当社子会社の取締役、監査役、執行役員又は従業員であることを要します。
2. 新株予約権者が死亡した場合、その相続人による権利行使は認めません。
3. その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによります。

③ その他新株予約権等の状況
該当事項はございません。
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（3）会社役員の状況
① 取締役の氏名等（2025年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 道
どう

具
ぐ

登 志 夫
と し お

Digital Arts America, Inc. Director, President and CEO
Digital Arts Asia Pacific Pte. Ltd. Director
Digital Arts Europe Limited Director
DAM株式会社 代表取締役社長
DA株式会社 代表取締役社長
DM株式会社 代表取締役社長

取締役 松
まつ

本
もと

卓
たく

也
や 開発部長

取締役
（監査等委員） 窪

くぼ
川
かわ

秀
ひで

一
かず 四谷パートナーズ会計事務所 代表

株式会社KYORITSU 社外監査役

取締役
（監査等委員） 上

うえ
杉
すぎ

昌
まさ

隆
たか

桜田通り総合法律事務所 シニアパートナー
株式会社フルキャストホールディングス 社外取締役（監査等委員）
株式会社セレス 社外取締役（監査等委員）
株式会社Aiming 社外監査役
株式会社コマースOneホールディングス 社外監査役
株式会社jig.jp 社外監査役

取締役
（監査等委員） 桒

くわ
山
やま

千
ち

勢
せ 桒山公認会計士事務所 所長

ミーク株式会社 常勤社外監査役
（注）1. 監査等委員である取締役窪川秀一氏、上杉昌隆氏及び桒山千勢氏は、社外取締役であります。

2. 監査等委員である取締役窪川秀一氏及び桒山千勢氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の
知見を有するものであります。

3. 当社は、監査等委員会の職務を補助するものとして、監査等委員会事務局を設置し、重要会議への出席を通じて情報収集を
行うほか、内部統制システムを通じた組織的監査を実施することにより監査の実効性を確保していることから、常勤の監査
等委員を選定しておりません。

4. 当社は、監査等委員である取締役窪川秀一氏、上杉昌隆氏及び桒山千勢氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役
員として指定し、同取引所に届け出ております。

② 責任限定契約の内容の概要
当社と取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法

第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づき、会社法第425条第
１項に規定する最低責任限度額をもって、損害賠償責任の限度としております。
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③ 当事業年度に係る取締役の報酬
イ. 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社は、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針（以下「決定方針」という）を定めており、そ
の概要は以下のとおりです。
当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。以下同じ。）の報酬に関する基本方針は、全体として、

企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして機能する報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定
に際しては、各自の職責等を踏まえた適正な水準とすることとしております。報酬の構成については、基
本報酬（金銭報酬）、及び非金銭報酬等とし、報酬の構成比率については、事業の特性を踏まえた短期及
び中長期の業績と連動する報酬の割合を適切に設定するとともに、健全な企業経営と株主との一層の価値
共有を図ることができるものとしております。
当社の取締役の基本報酬は月例の固定報酬とし、当社の業績や経営内容、社会情勢、各自の職責に応じ

た貢献度合い、在任年数や他社水準等を考慮しながら総合的に勘案して決定し、月次で支払うこととして
おります。次に、当社の取締役に対する非金銭報酬等としては、①当社普通株式を目的とする新株予約権
の付与並びに②一定の譲渡制限期間及び当社による無償取得事由等の定めに服する株式（以下「譲渡制限
付株式」という。）の割当てがあります。
新株予約権の付与及び譲渡制限付株式の割当てを行う際は、取締役会の諮問に応じて、次で説明する指

名・報酬諮問委員会において審理をし、委員会としての意見をとりまとめたうえで、各取締役の役割に応
じた貢献度合いや在任年数等を基調とし、当社業績の向上による株主利益の追求や同業他社の動向といっ
た事情を総合的に鑑み、取締役会においてその数を決定するとともに、金銭報酬の額、業績連動報酬等の
額又は非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額に対する割合についても併せて決定します。
また、決定方針は、取締役会の諮問に応じて、指名・報酬諮問委員会において審理をし、委員会として

の意見をとりまとめ、取締役会が決定いたします。
取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方法及び決定さ

れた報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合していることや、指名・報酬諮問委員会からの
答申が尊重されていることを確認しており、当該決定方針に沿うものであると判断しております。
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（指名・報酬諮問委員会）
当社は、取締役の指名及び報酬等に係る取締役会の機能の独立性・客観性と説明責任を強化することを

目的として、任意の諮問機関として指名・報酬諮問委員会を設置しております。指名・報酬諮問委員会
は、取締役会の決議により選任された３名以上の取締役で構成し、委員長は委員の互選により選定し、取
締役会の諮問に応じて、主に次の事項を審理し、取締役会に答申いたします。
・取締役候補者の決定並びに代表取締役及び役付取締役の選定に関する事項
・取締役の報酬等に関する事項

ロ. 取締役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等の額は、2016年６月24日開催の当社第21期定時

株主総会において、年額300百万円以内（使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない。）と決議されて
おります。当該定時株主総会終結時点の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の員数は４名となり
ます。
上記報酬等のほか、取締役（監査等委員である取締役を除く。）に対しては、貢献度等諸般の事項を総

合的に勘案し、譲渡制限付株式に関する報酬等として支給する金銭報酬債権の総額を、2019年６月24日
開催の当社第24期定時株主総会において、年額50百万円以内とする決議がされております。当該定時株
主総会終結時点の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の員数は３名となります。なお、具体的な
譲渡制限付株式の割当てについては、委任を受けた取締役会において当社における対象取締役の貢献度等
諸般の事項を総合的に勘案して決定しております。
監査等委員である取締役の報酬等の額は、2016年６月24日開催の当社第21期定時株主総会において、

年額100百万円以内と決議されております。当該定時株主総会終結時点の監査等委員である取締役の員数
は３名（うち、社外取締役は２名）となります。
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ハ. 取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項
当社においては、取締役会の委任決議に基づき、代表取締役社長道具登志夫が取締役（監査等委員であ

る取締役を除く。）の個人別の報酬額を決定しております。その権限の内容は、個人別の報酬等の全部に
関する内容の決定となります。当社全体の状況を俯瞰しつつ、各取締役の担うべき機能・役割に応じて報
酬等を判断するには代表取締役社長が最も適していることから、当該権限を委任しております。なお、審
理プロセスの公正性、透明性を確保するため、株主総会で承認された報酬限度額の範囲内で代表取締役社
長が基本方針に従い作成した報酬案について、指名・報酬諮問委員会が取締役会の諮問に応じて審理し、
とりまとめられた意見をもとに、代表取締役社長が決定していることから、その内容は決定方針に沿うも
のであると判断しております。
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ニ. 取締役の報酬等の総額等

区 分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数（名）基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取締役（監査等委員である取締役を除く。）
（うち社外取締役）

85百万円

( − )
78百万円

( − )
−

( − )
7百万円

( − )
2名

( − )

監査等委員である取締役
（うち社外取締役）

10百万円

( 10百万円)
10百万円

( 10百万円)
−

( − )
−

( − )
3名

( 3名)

合 計
（うち社外取締役）

96百万円

( 10百万円)
89百万円

( 10百万円)
−

( − )
7百万円

( − )
5名

( 3名)
（注）1. 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

2. 使用人兼務取締役（監査等委員である取締役を除く。）の使用人としての職務に対する給与相当額（賞与を含む）は、15百
万円であります。

3. 非金銭報酬等として取締役（監査等委員である取締役を除く。）に対して譲渡制限付株式報酬を交付しております。当該株式
報酬の内容及びその交付状況は「2.（１）株式の状況」に記載のとおりです。

④ 取締役の報酬（ストック・オプション）
該当事項はございません。
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⑤ 社外役員に関する事項

氏 名 窪
くぼ

川
かわ

秀
ひで

一
かず

上
うえ

杉
すぎ

昌
まさ

隆
たか

桒
くわ

山
やま

千
ち

勢
せ

当社での地位 監査等委員である取締役 監査等委員である取締役 監査等委員である取締役

主な活動状況
及び果たすことが
期待される役割
に関して行った
職務の概要

当事業年度において開催さ
れた取締役会13回、監査等
委員会12回の全てに出席い
たしました。
公認会計士としての専門的
見地から経営への監督・助
言等を行うなど、意思決定
の妥当性・適正性を確保す
るための適切な役割を果た
しております。また、指
名・報酬諮問委員会の委員
として、当事業年度に開催
された委員会に出席し、客
観的・中立的な立場で発言
する等、監督機能を担って
おります。

当事業年度において開催さ
れた取締役会13回、監査等
委員会12回の全てに出席い
たしました。
弁護士として法律に関する
専門的な知識と経験から経
営への監督・助言等を行う
など、意思決定の妥当性・
適正性を確保するための適
切な役割を果たしておりま
す。また、指名・報酬諮問
委員会の委員として、当事
業年度に開催された委員会
に出席し、客観的・中立的
な立場で発言する等、監督
機能を担っております。

当事業年度において開催さ
れた取締役会13回、監査等
委員会12回の全てに出席い
たしました。
公認会計士としての専門的
見地から経営への監督・助
言等を行うなど、意思決定
の妥当性・適正性を確保す
るための適切な役割を果た
しております。また、指
名・報酬諮問委員会の委員
として、当事業年度に開催
された委員会に出席し、客
観的・中立的な立場で発言
する等、監督機能を担って
おります。

（注）1. 監査等委員である取締役窪川秀一氏は、四谷パートナーズ会計事務所代表、株式会社KYORITSUの社外監査役であります。
当社と兼職先との間には特別の関係はありません。

2. 監査等委員である取締役上杉昌隆氏は、桜田通り総合法律事務所のシニアパートナー、株式会社フルキャストホールディン
グス、株式会社セレスの監査等委員である社外取締役、株式会社Aiming、株式会社コマースOneホールディングス、株式
会社jig.jpの社外監査役であります。当社と兼職先との間には特別の関係はありません。

3. 監査等委員である取締役桒山千勢氏は、桒山公認会計士事務所所長、ミーク株式会社の常勤社外監査役であります。当社と
兼職先との間には特別の関係はありません。

4. 活動状況は、書面決議による取締役会の回数を除いております。
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（4）会計監査人の状況
① 名称 三優監査法人

② 会計監査人の報酬等の額
報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 20百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 20百万円

（注）1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確
に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額
を記載しております。

2. 監査等委員会は、会計監査人の監査計画の方針・内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠などが適切であ
るかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等について同意の判断をいたしました。

③ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
会社法第340条第１項各号に定める事由に該当することなどにより計算関係書類の監査に重大な支障が生

じることが合理的に予想される時は、監査等委員会は、全員の同意をもって会計監査人を解任いたします。
また、会計監査人の職務遂行体制、監査能力、専門性等が当社にとって不十分であると判断した時、又は会
計監査人を交代することにより当社にとってより適切な監査体制の整備が可能であると判断した時は、監査
等委員会は、会計監査人の不再任に関する議案を株主総会に提案いたします。
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（5）業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
① 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正を確保す

るための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。
イ. 当社グループの取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
（a) 当社グループは、コンプライアンスを経営上の最重要課題と位置づけ、当社グループの役員及び使用人

が法令及び定款を遵守し、健全な社会規範の下にその職務を遂行するため、法令遵守に係る規程を整備
し、教育や内部通報制度の実施等を行い、問題発生時には当社の取締役会及び監査等委員会に報告される
体制整備を行う。

(b) 当社は、原則として毎月１回、必要がある時は随時取締役会を開催することとし、取締役会において当
社グループの重要な職務の執行に関する意思決定を行うとともに、取締役の職務の執行を監督する。ま
た、取締役及び使用人が法令、定款、各種規程及び定められた業務プロセス等を遵守することの徹底を図
るとともに、リスク管理体制の強化にも取り組み、内部統制システムの充実を図る。

(c) 当社は、内部監査部門を設置し、内部監査を通じた内部統制体制を構築する。内部監査部門は、当社グ
ループの経営管理及び業務活動全般を対象とする内部監査を定期的に実施し、法令、定款、各種規程及び
定められた業務プロセス等の遵守状況を評価及び検証し、当社の取締役会及び監査等委員会に適時報告す
る。

(d) 当社は、取締役の指名及び報酬等に係る取締役会の機能の独立性・客観性と説明責任を強化することを
目的として、取締役会の下に諮問機関として、独立社外取締役を含む委員にて構成される任意の指名・報
酬諮問委員会を設置する。指名・報酬諮問委員会は、取締役会の諮問に応じて取締役候補者の決定及び代
表取締役・役付取締役の選定に関する事項並びに取締役の報酬等に関する事項について審理し、その結果
を取締役会に答申する。

ロ. 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
(a) 当社は、取締役会等の重要な会議の議事録のほか、各取締役が職務権限規程に基づいて決裁した文書等、
取締役の職務の執行に係る情報を、文書管理規程に基づいて、文書又は電磁的媒体に記録し、保存及び管
理を行う。取締役は、常時、これらの文書等を閲覧できるものとする。

(b) 当社は、内部監査の実効性を確保するため、取締役の職務の執行に係る重要書類（電磁的媒体を含む。）
の管理方法及び保存期間を定める規程を整備し、当該規程に基づいて保存及び管理を行う。

ハ. 当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
(a) 当社は、当社グループの損失の危険（リスク）の管理に関する体制を整備するため、当社グループのリ
スク管理に関する規程等の整備並びに取締役及び使用人への当該規程の周知を行う。

(b) 当社は、内部監査部門を設置し、内部監査部門は、定期的に当社グループの業務監査の監査項目及び監
査方法の妥当性を検討し、必要があれば監査項目及び監査方法の改定を行う。
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ニ. 当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
(a) 当社グループは、取締役の職務の執行の効率性を確保するため、年度ごとに事業計画を策定し、その進
捗を月次の業績評価により検証する。

(b) 取締役の通常の職務の執行については、職務権限規程及び業務分掌規程に基づいて、取締役会から使用
人に権限の委譲を行い、効率的な職務の執行に当たる。

ホ. 当社グループの取締役の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
(a) 当社は、内部監査規程に基づいて、当社内部監査部門による当社各部門及び子会社に対する内部監査を
実施し、当社グループにおける内部統制システムを確立し、当社各部門及び子会社におけるリスクの内
容、頻度、当社への影響等について適時、当社取締役会及び監査等委員会に報告を行う。

(b) 当社は、グループ各社に対し、営業成績、財務状況その他の一定の経営上の重要事項について、定期的
に当社に報告することを義務づける。

ヘ. 監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項
当社は、監査等委員会の職務を補助すべき使用人の設置について、監査等委員会から要請があった場合

は、速やかに適切な人員配置を行う。
ト. 監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人の取締役（当該取締役及び監査等委員である取締役
を除く。）からの独立性に関する事項並びに監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に対する指
示の実効性の確保に関する事項
(a) 監査等委員会の職務を補助すべき使用人は、監査等委員会が指示した業務については、監査等委員会以
外からの指揮命令を受けない。

(b) 監査等委員会の職務を補助すべき使用人の人事異動及び人事評価等については、あらかじめ監査等委員
会の意見を聴取する。

チ. 監査等委員会への報告に関する体制
(a) 当社の取締役は、監査等委員の出席する取締役会等の重要な会議において随時その担当する職務の執行
状況の報告を行う。

(b) 当社グループの取締役及び使用人は、法令等の違反行為等、当社に損害を及ぼすおそれのある事実につ
いては、発見次第、直ちに当社の監査等委員会に対して報告を行う。

(c) 当社グループの内部通報制度の担当部門は、当社グループの役員及び使用人からの内部通報の状況につ
いて、定期的に当社の監査等委員会に対して報告を行う。

リ. 監査等委員会へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないことを確保
するための体制

当社は、当社の監査等委員会へ報告を行った当社グループの役員及び使用人に対し、当該報告をしたこ
とを理由として不利な取り扱いを行うことを禁止し、その旨を当社グループの役員及び使用人に周知徹底
する。
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ヌ. 監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）について生ずる費用の前払
又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
当社は、監査等委員がその職務の遂行について当社に対して会社法第399条の２第４項に基づいて費用

の前払等の請求をした時は、担当部門において審議のうえ、当該請求に係る費用等が当該監査等委員の職
務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかにこれに応じる。

ル. その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
(a) 代表取締役は、監査等委員会と定期的に会合を持ち、会社が対処すべき課題、監査等委員による監査の
環境整備の状況、監査上の重要課題等について意見交換を行う。

(b) 監査等委員会、内部監査部門及び会計監査人は必要に応じ相互に情報及び意見の交換を行うなど連携を
強め、監査の質的向上を図る。

ヲ. 反社会的勢力排除のための体制
当社グループは、反社会的勢力による不当要求に対し、組織全体として毅然とした態度で対応し、反社

会的勢力とは取引関係その他一切の関係を持たない社内体制を整備する。

② 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当社は、上記の業務の適正を確保するための体制について、内部統制システムの整備及び運用状況を継続的

に確認し調査を実施しており、取締役会にその内容を報告しております。また、確認調査の結果、判明した問
題点につきましては、是正措置を行い、より適切な内部統制システムの運用に努めております。なお、当社グ
ループにおける内部統制システムの主な運用状況は以下のとおりであります。
イ. 取締役の職務の執行に関する取り組み

当社は、取締役の職務執行の法令及び定款適合性を確保するため、取締役会を定期的に開催する等取締
役の相互監督機能を強化するための取り組みを行うとの基本方針に基づいて、取締役会における審議の
充実に努めております。当事業年度は取締役会を13回開催し、経営方針及び経営戦略に関する重要事項の
決定及び各取締役の業務執行状況の監督等を行いました。また、取締役会の実効性評価のためのアンケー
ト調査の実施と分析を行い、その内容を取締役会にも共有し、抽出された課題について改善・強化に努め
ました。

ロ. リスク管理体制の強化
当社は、リスク管理についての必要事項を定めるリスク管理規程等を整備し、リスク管理体制の構築・

運用を継続的に行っております。また、当社グループの重要リスクのひとつである情報管理については、
情報セキュリティマネジメントシステム（ISMS）の要求事項に準拠した体制を整えています。

ハ. コンプライアンスに関する取り組み
コンプライアンスに係る教育は定期的に実施するように努め、当社グループの役員及び使用人のコンプ

ライアンスの意識向上を図っております。また、当社は内部通報窓口を設置することによりコンプライア
ンスの実効性向上に努めております。
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ニ. 監査等委員の監査が実効的に行われることの確保等
監査等委員は、監査方針を含む監査計画を策定し、月１回の定時監査等委員会に加えて適宜臨時監査等

委員会を開催し、監査等委員間の情報共有に基づき会社の状況を把握しております。さらに、取締役会に
出席するとともに、取締役その他使用人と対話を行い、内部監査担当・会計監査人と連携し、取締役及び
使用人の職務の執行状況を監査しております。

（6）会社の支配に関する基本方針
当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針については、特に定め

ておりません。

（7）剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、企業価値の継続的向上を図るとともに、株主の皆様に対する利益還元を経営上の重要課題のひとつ

として位置づけております。このような観点から剰余金の配当等の決定につきましては、当社を取り巻く経営
環境等を総合的に考慮し、以下の方針によって実施することとしております。
配当につきましては、安定した配当を継続的に実施することを基本として、各事業年度の業績、財務状況、

今後の事業展開等を総合的に勘案して、原則として累進配当を基本方針とし、総還元性向50％以上を目標に実
施してまいります。
内部留保資金につきましては、財務体質の強化、今後の成長が見込める事業分野への投資、設備投資、研究

開発等に活用してまいります。
これらの方針に基づき、当事業年度の期末配当金につきましては、１株当たり45円とさせていただきたいと

存じます。既に2024年12月3日に実施済みの中間配当金１株当たり40円とあわせまして、年間配当金は１株
当たり85円となる予定です。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注）当事業報告中の記載金額は、表示単位の端数を切り捨て、比率その他については四捨五入しております。
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連結貸借対照表 （単位：百万円）

科目 第30期
2025年３月31日現在

資産の部

流動資産 20,112

現金及び預金 17,952

受取手形 120

売掛金 1,323

有価証券 100

製品 2

貯蔵品 1

その他 611

固定資産 2,515

有形固定資産 238

建物 86

車両運搬具 10

工具、器具及び備品 116

土地 26

無形固定資産 1,783

ソフトウエア 1,472

その他 311

投資その他の資産 492

繰延税金資産 107

その他 385

資産合計 22,627

科目 第30期
2025年３月31日現在

負債の部

流動負債 5,209

買掛金 30

未払法人税等 389

賞与引当金 148

前受金 4,082

その他 558

固定負債 52

資産除去債務 49

その他 3

負債合計 5,262

純資産の部

株主資本 17,318

資本金 713

資本剰余金 955

利益剰余金 18,116

自己株式 △2,467

その他の包括利益累計額 17

為替換算調整勘定 17

新株予約権 29

純資産合計 17,365

負債純資産合計 22,627

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書 （単位：百万円）

科目
第30期

2024年４月１日から
2025年３月31日まで

売上高 9,982
売上原価 2,948

売上総利益 7,033
販売費及び一般管理費 2,474

営業利益 4,558
営業外収益 4

受取利息 1
為替差益 0
未払配当金除斥益 1
消耗品等売却益 1
雑収入 0

営業外費用 0
雑損失 0
経常利益 4,562

特別利益 0
新株予約権戻入益 0
固定資産売却益 0

特別損失 0
固定資産除却損 0
税金等調整前当期純利益 4,563
法人税、住民税及び事業税 1,350
法人税等調整額 29
当期純利益 3,183

親会社株主に帰属する当期純利益 3,183
（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書
第30期（2024年４月１日から2025年３月31日まで） （単位：百万円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 713 956 16,029 △1,730 15,968

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △1,095 △1,095

親会社株主に帰属する当期純利益 3,183 3,183

自己株式の取得 △744 △744

譲渡制限付株式報酬 △1 8 6
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 − △1 2,087 △736 1,349

当期末残高 713 955 18,116 △2,467 17,318

その他の包括利益累計額
新株予約権 純資産合計

為替換算調整勘定 その他の包括利益累計額合計

当期首残高 18 18 11 15,998

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △1,095

親会社株主に帰属する当期純利益 3,183

自己株式の取得 △744

譲渡制限付株式報酬 6
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） △0 △0 18 17

連結会計年度中の変動額合計 △0 △0 18 1,367

当期末残高 17 17 29 17,365
（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
1．連結の範囲に関する事項
(1)連結子会社の数 ３社

連結子会社の名称 Digital Arts America, Inc.
Digital Arts Asia Pacific Pte. Ltd.
Digital Arts Europe Limited

なお、連結子会社の決算日は連結決算日と一致しております。

(2)非連結子会社の名称等
該当事項はありません。

2．持分法の適用に関する事項
(1)持分法適用の非連結子会社の数 −社

(2)持分法を適用しない非連結子会社の名称等
該当事項はありません。

3．会計方針に関する事項
(1)重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券
満期保有目的の債券……………償却原価法（利息法）を採用しております。

②棚卸資産
製品………………………………総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算

定）を採用しております。
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(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産 定率法によっております。

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっており
ます。ただし、2016年４月１日以後に取得した建物附属設備については、定額法を採用してお
ります。

②無形固定資産 定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額
法、また、市場販売目的のソフトウエアについては、見込販売数量（又は収益）に基づく方法
又は残存有効期間（３年）によっております。

③長期前払費用 定額法によっております。
なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

(3)重要な引当金の計上基準
賞与引当金 従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち、当連結会計年度に負担すべき金額を計上

しております。
(4)重要な収益及び費用の計上基準
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日）及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計
基準適用指針第30号2021年３月26日）を適用しており、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサ
ービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。
主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点については、「収益認識に関する注記」に記載のとおりで

あります。
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表示方法の変更
（連結損益計算書）
前連結会計年度において「雑収入」に含めておりました「消耗品等売却益」（前連結会計年度0百万円）については、重要性が高まっ

たため、当連結会計年度においては区分掲記しております。

連結貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額 建 物 142百万円

車 両 運 搬 具 15百万円
工具、器具及び備品 456百万円

連結株主資本等変動計算書に関する注記
1．発行済株式の総数に関する事項

当連結会計年度末日における発行済株式の数 普通株式 14,133,000株

2．剰余金の配当に関する事項
(1)配当金支払額

①2024年６月24日定時株主総会決議
株式の種類 普通株式
配当の総額 550百万円
１株当たりの配当額 40円
基準日 2024年３月31日
効力発生日 2024年６月25日

②2024年10月30日取締役会決議
株式の種類 普通株式
配当の総額 545百万円
１株当たりの配当額 40円
基準日 2024年９月30日
効力発生日 2024年12月３日
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(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度以降となるもの
2025年６月23日の定時株主総会において、普通株式の配当に関する事項の決議を次のとおり予定しております。
①配当の総額 612百万円
②配当の原資 利益剰余金
③１株当たりの配当額 45円
④基準日 2025年３月31日
⑤効力発生日 2025年６月24日

3．新株予約権に関する事項

発行日 目的となる株式の種類 目的となる株式の数

2015年11月27日 普通株式 152,000株

2016年12月13日 普通株式 300,800株

金融商品に関する注記
1．金融商品の状況に関する事項
(1)金融商品に対する取り組み方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金を中心として、安全性の高い国債及び高格付けの社債等で運用しておりま
す。

(2)金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクにさらされております。
有価証券は公社債であり、市場価格の変動リスクにさらされております。

(3)金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、与信管理規程に従い、営業債権について、当社営業管理課及び管理部が主要な取引先の状況を定期的にモニタリン
グし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っており
ます。連結子会社についても、当社の与信管理規程に準じて、同様の管理を行っております。
短期運用についても、銀行預金や高い格付けのファンドのみを行っており、信用リスクを可能な限り回避しております。

②市場リスク（金利等の変動リスク）の管理
当社グループの資金需要を予測しながら資金運用ポートフォリオを決定しており、可能な限り市場リスクを回避しておりま

す。
③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、管理部が適時に資金計画を作成するなどの方法で、流動性リスクを管理しております。
(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれております。
当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用することにより、当該価額が変動することが
あります。
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2．金融商品の時価等に関する事項
2025年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。な

お、現金は注記を省略しており、預金、受取手形、売掛金及び未払法人税等は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似する
ことから、注記を省略しております。

連結貸借対照表計上額（＊） 時 価（＊） 差 額

（1）有価証券

満期保有目的の債券 100百万円 100百万円 △0百万円

資 産 計 100百万円 100百万円 △0百万円

3．金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定の対象とな
る資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係るインプット
を用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、
時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：百万円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券

満期保有目的の債券

社債 100 100

資 産 計 100 100

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
有価証券

社債は相場価格を用いて評価しております。当社が評価している社債は、市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価
格とは認められないため、その時価をレベル２の時価に分類しております。
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収益認識に関する注記
1．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

顧客との契約から生じる収益を市場別に分解した情報は次のとおりであります。
（単位：百万円）

企業向け市場 公共向け市場 家庭向け市場 計

顧客との契約から生じる収益 4,783 4,788 409 9,982
（注）グループ会社間の内部取引控除後の金額を表示しております。

2．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
当社グループは、Webセキュリティ、メールセキュリティ、及びファイル暗号化・遠隔削除ソリューションの企画・開発・販売

等を主要な事業としております。
セキュリティ関連ソフトウエアの販売については、主にライセンス販売系製品及びその保守サービスとクラウドサービス系製品の

２種類に分かれます。
ライセンス販売系製品については、顧客にソフトウエア製品が提供された時点で履行義務が充足されたと判断して収益を認識して

おりますが、保守サービスについては、一定期間にわたって履行義務が充足されるため、契約期間に応じて収益を認識しておりま
す。
クラウドサービス系製品については、サービス提供の履行義務が、時の経過につれて充足されるため、顧客との契約に係る取引価

格を契約期間にわたり均等に収益を認識しております。
なお、収益は、主に顧客との契約に従い計上しておりますが、一定期間の取引金額等に応じてリベートを支払う場合には、そのリ

ベートを控除した金額で計上しております。
また、約束した対価の金額に重要な金融要素は含まれておりません。

3．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
顧客との契約から生じた契約負債残高は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

契約負債 当連結会計年度
期首残高 4,418
期末残高 4,082

連結貸借対照表において、前受金は全て顧客との契約から生じた契約負債であり、履行義務が期末時点で充足されていない対価を
計上しております。
当連結会計年度に認識された収益のうち、期首現在の契約負債残高に含まれていた金額は、2,412百万円であります。

１株当たり情報に関する注記
1．１株当たり純資産額 1,274円46銭
2．１株当たり当期純利益 232円79銭
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貸借対照表 （単位：百万円）

科目 第30期
2025年３月31日現在

資産の部
流動資産 20,063

現金及び預金 17,906
受取手形 120
売掛金 1,322
有価証券 100
製品 2
貯蔵品 1
前払費用 351
その他 257

固定資産 2,649
有形固定資産 238
建物 86
車両運搬具 10
工具、器具及び備品 116
土地 26

無形固定資産 1,783
ソフトウエア 1,472
ソフトウエア仮勘定 310
その他 0

投資その他の資産 626
関係会社株式 42
長期前払費用 106
敷金及び保証金 190
繰延税金資産 198
その他 88

資産合計 22,713

科目 第30期
2025年３月31日現在

負債の部
流動負債 5,197

買掛金 29
未払金 362
未払費用 48
未払法人税等 389
未払消費税等 128
前受金 4,073
預り金 16
賞与引当金 148

固定負債 52
資産除去債務 49
その他 3

負債合計 5,249
純資産の部
株主資本 17,434
資本金 713
資本剰余金 957
資本準備金 700
その他資本剰余金 256

利益剰余金 18,231
その他利益剰余金 18,231
繰越利益剰余金 18,231

自己株式 △2,467
新株予約権 29
純資産合計 17,463
負債純資産合計 22,713

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書 （単位：百万円）

科目
第30期

2024年４月１日から
2025年３月31日まで

売上高 9,972

売上原価 2,945

売上総利益 7,026

販売費及び一般管理費 2,464

営業利益 4,562

営業外収益 6

受取利息 0

有価証券利息 0

為替差益 0

未払配当金除斥益 1

受取手数料 2

消耗品等売却益 1

雑収入 0

営業外費用 0

雑損失 0

経常利益 4,569

特別利益 0

新株予約権戻入益 0

固定資産売却益 0

特別損失 2

固定資産除却損 0

子会社株式評価損 2

税引前当期純利益 4,566

法人税、住民税及び事業税 1,350

法人税等調整額 28

当期純利益 3,187
（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
第30期（2024年４月１日から2025年３月31日まで） （単位：百万円）

株主資本

新 株
予約権

純資産
合 計資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合 計資 本

準備金
その他
資 本
剰余金

資 本
剰余金
合 計

その他
利益剰余金 利益剰余金

合 計繰越利益
剰余金

当期首残高 713 700 258 958 16,139 16,139 △1,730 16,080 11 16,091

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △1,095 △1,095 △1,095 △1,095

当期純利益 3,187 3,187 3,187 3,187

自己株式の取得 △744 △744 △744

譲渡制限付株式報酬 △1 △1 8 6 6

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） 18 18

事業年度中の変動額合計 − − △1 △1 2,091 2,091 △736 1,354 18 1,372

当期末残高 713 700 256 957 18,231 18,231 △2,467 17,434 29 17,463

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
重要な会計方針に係る事項に関する注記
1．資産の評価基準及び評価方法
重要な資産の評価基準及び評価方法
①有価証券
満期保有目的の債券………………償却原価法（利息法）を採用しております。
子会社株式 ………………移動平均法による原価法を採用しております。

②棚卸資産
製品…………………………………総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算

定）を採用しております。

2．固定資産の減価償却の方法
(1)有形固定資産 定率法によっております。

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっており
ます。ただし、2016年４月１日以後に取得した建物附属設備については、定額法を採用してお
ります。

(2)無形固定資産 定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額
法、市場販売目的のソフトウエアについては、見込販売数量（又は収益）に基づく方法又は残
存有効期間（３年）によっております。

(3)長期前払費用 定額法によっております。
なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

3．引当金の計上基準
賞与引当金 従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち、当事業年度に負担すべき金額を計上して

おります。

4．重要な収益及び費用の計上基準
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日）及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第30号2021年３月26日）を適用しており、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又は
サービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。
主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点については、「収益認識に関する注記」に記載のとおりで

あります。
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表示方法の変更
（貸借対照表）
前事業年度において区分掲記しておりました「無形固定資産」の「電話加入権」（前事業年度0百万円）は、重要性が乏しくなったた

め、当事業年度においては「その他」に含めて表示しております。

（損益計算書）
前事業年度において「雑収入」に含めておりました「消耗品等売却益」（前事業年度0百万円）については、重要性が高まったため、

当事業年度においては区分掲記しております。

貸借対照表に関する注記
1．有形固定資産の減価償却累計額

建 物 142百万円
車 両 運 搬 具 15百万円
工具、器具及び備品 456百万円

2．関係会社に対する金銭債権債務
金銭債権 0百万円

損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

営業取引高
売上高 6百万円

営業取引以外の取引高 2百万円

株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の数 普通株式 530,296株
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税効果会計に関する注記

（繰延税金資産）
未払事業税 22百万円
賞与引当金 46百万円
未払社会保険料 7百万円
資産除去債務 15百万円
ゴルフ会員権評価損 1百万円
子会社株式評価損 94百万円
その他 11百万円
繰延税金資産合計 198百万円
繰延税金資産の純額 198百万円

収益認識に関する注記
（顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報）

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表「収益認識に関する注記」に同一の内容を記載して
いるため、注記を省略しております。

１株当たり情報に関する注記
1．１株当たり純資産額 1,281円69銭
2．１株当たり当期純利益 233円13銭
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告
独立監査人の監査報告書

2025年５月20日
デジタルアーツ株式会社
取締役会 御中

三優監査法人

東京事務所

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 山 本 公 太

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 中 西 寛 彰

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、デジタルアーツ株式会社の2024年４月１日から2025年３月31日までの

連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監
査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、デジタルアーツ

株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に
表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人

の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定
に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意
見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。ま

た、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対

して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結計

算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外
にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求

められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示するこ

とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価

し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当
該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかど

うかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示
は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的
に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を

行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実
施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注
記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企
業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前
提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な
不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められ
ている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業と
して存続できなくなる可能性がある。
・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとと
もに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に
表示しているかどうかを評価する。
・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監
査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む

監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立

性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水
準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告
独立監査人の監査報告書

2025年５月20日
デジタルアーツ株式会社
取締役会 御中

三優監査法人

東京事務所

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 山 本 公 太

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 中 西 寛 彰

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、デジタルアーツ株式会社の2024年４月１日から2025年３月31日

までの第30期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明
細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に

係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人

の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に
従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎とな
る十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。ま

た、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対し

て意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書類

等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にそ
の他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求

められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示すること

にある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内
部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、

我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事
項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどう

かについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、
不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込
まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を

行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施
する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記
事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の
前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関
する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に
関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の
結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくな
る可能性がある。
・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかととも
に、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示して
いるかどうかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む

監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立

性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水
準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告
監 査 報 告 書

当監査等委員会は、2024年４月１日から2025年３月31日までの第30期事業年度における取締役の職務の執行を監査いたし
ました。その方法及び結果について以下のとおり報告いたします。

1. 監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づ

き整備されている体制（内部統制システム）の状況について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に
報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施いたしました。
①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携のうえ、重要な会議に出席し、取締役及
び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び
主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意
思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職
務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われるこ
とを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等
に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変

動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計
算書及び連結注記表）について検討いたしました。

2. 監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告
の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人三優監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人三優監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2025年５月20日
デジタルアーツ株式会社 監査等委員会

監 査 等 委 員 窪 川 秀 一 ㊞

監 査 等 委 員 上 杉 昌 隆 ㊞

監 査 等 委 員 桒 山 千 勢 ㊞

（注）監査等委員窪川秀一・上杉昌隆及び桒山千勢は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取締役であります。
以 上

以 上
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　東京海上
●日動

●パレス
　ホテル

大手センタービル●
　　●
大手門タワー・
ENEOSビル

大手町
パークビルディング
　　　　●

三井物産ビル●　　　　●
Otemachi
Oneタワー

●
和田倉
噴水公園 濠

濠
●三井
　住友銀行

●丸の内
　永楽ビル
　ディング

大手町
野村ビル
●

●丸の内
　センタービル
丸の内オアゾ●
　日本生命
●丸の内ビル

大手町
タワー
●

KEIDANREN KAIKAN
経団連会館（会場）

定時株主総会会場ご案内図

東京都千代田区大手町一丁目３番２号
経団連会館　401号室～402号室　電話　03-6741-0222

地下鉄

Ｊ Ｒ

大手町駅（千代田線・丸ノ内線・半蔵門線・東西線・都営三田線）

東京駅

Ｃ２ｂ出口直結

丸の内北口より徒歩15分

※駐車場の用意はいたしておりませんので、お車での来場はご遠慮くださいますようお願い申し上げます。

会場

交通

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

2025年05月22日 11時22分 $FOLDER; 59ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）


